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平成２６年度決算に基づく財政健全化判断比率 

及び資金不足比率に係る審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき審査に付

された平成２６年度決算に基づく財政健全化判断比率及び同法第２２条第１項の規定に

基づき審査に付された平成２６年度決算に基づく資金不足比率について審査した結果、

次のとおり意見書を提出する。 
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香川県財政健全化判断比率審査意見書 

 

 

第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

平成２６年度決算に基づく香川県財政に係る健全化判断比率 

 

２ 審査の期間 

平成２７年７月１６日から平成２７年８月 17 日まで 

 

３ 審査の方法 

平成２６年度決算に基づく財政健全化判断比率の審査は、 

(1) 提出された健全化判断比率が、法令等に照らし、算出過程に誤りはないか 

(2) その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか 

を主眼として実施した。 

 

第２ 審査の結果及び意見 

１ 審査の結果 

審査に付された次の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した

書類は、いずれも適正に作成されていると認められた。 

 

健全化判断比率 
平成２６年度決算に 

基づく比率（％） 

≪参考≫ 

早期健全化 

基準（％） 

財政再生 

基準（％） 

① 実質赤字比率 － ３.７５ ５.００ 

② 連結実質赤字比率 － ８.７５ １５.００ 

③ 実質公債費比率 １３.４ ２５.０ ３５.０ 

④ 将来負担比率 １９１.７ ４００.０  

注 1) 実質赤字比率については、実質赤字が生じていないため「－」を記載。 

注 2) 連結実質赤字比率については、連結実質赤字が生じていないため「－」を記載。 
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２ 審査の意見 

 

(1) 実質公債費比率について 

実質公債費比率は、１３.４％であり、早期健全化基準の２５％を下回っている。昨年

度に引き続き改善しており、今後とも、適切な県債の管理と計画的な償還が望まれ

る。 

 

 

(2) 将来負担比率について 

将来負担比率は、１９１.７％であり、早期健全化基準の４００％を下回っており、引き続き

改善傾向にある。 

この比率の算定に当たり、地方公共団体の財政の健全化に関する法律等に定める算定方

法に従って、内陸工業団地造成事業特別会計及び臨海工業地帯造成事業特別会計に係る未

売却土地(長期リース用地を含む。)の売却収入見込額を将来負担額から控除している。 

県財政の実質的な将来負担を軽減するためにも、今後とも、所要の対策を計画的に講じ

る必要がある。 
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香川県公営企業資金不足比率審査意見書 

 

第１ 審査の概要 

１ 審査の対象 

平成２６年度決算に基づく香川県公営企業の経営に係る資金不足比率 

 

２ 審査の期間 

平成２７年７月１６日から平成２７年８月 17 日まで 

 

３ 審査の方法 

平成２６年度決算に基づく資金不足比率の審査は、 

(1) 提出された資金不足比率が、法令等に照らし、算出過程に誤りはないか 

(2) その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか 

を主眼として実施した。 
 

第２ 審査の結果 

審査に付された次の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

いずれも適正に作成されていると認められた。 

 

公営企業会計名 
平成 ２６年度決算に 

基づく資金不足比率 
（％） 

≪参考≫ 

経営健全化 
基準（％） 

香川県立病院事業会計 － ２０.０ 

香川県水道用水供給事業会計 － ２０.０ 

香川県工業用水道事業会計 － ２０.０ 

香川県五色台水道事業会計 － ２０.０ 

臨海工業地帯造成事業特別会計 － ２０.０ 

番の州地区臨海工業用土地造成

事業特別会計 
－ ２０.０ 

流域下水道事業特別会計 － ２０.０ 

内陸工業団地造成事業特別会計 － ２０.０ 

注）いずれの会計においても、資金不足が生じていないため、資金不足比率は「－」を記載。 


